
白井市戸建住宅耐震改修工事補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  市長は、戸建住宅の耐震改修工事を行う者に対し、当該耐

震改修工事に要する費用の一部について、予算の範囲内において

白井市補助金等交付規則（平成元年規則第１０号）及びこの要綱

に基づき補助金を交付する。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。  

(1) 戸建住宅  白井市戸建住宅耐震診断補助金交付要綱（平成

２３年告示第７０号。以下「耐震診断補助要綱」という。）第

２条第１号に規定する戸建住宅をいう。  

(2) 耐震診断士  耐震診断補助要綱第２条第２号に規定する耐

震診断士をいう。  

(3) 耐震診断  耐震診断補助要綱第２条第３号に規定する耐震

診断をいう。  

(4) 耐震改修工事  建築物の耐震改修の促進に関する法律（平

成７年法律第１２３号）第２条第２項に規定する耐震改修の工

事（当該工事に付随する設計及び工事監理を含む。）で、次の

いずれにも該当するものをいう。  

ア  第３条に規定する補助対象住宅の構造耐力上主要な部分

の地震に対する安全性を「地震の震動及び衝撃に対して倒壊

し、又は崩壊する危険性が低い」に向上させるもの又はこれ

と同等であると市長が認めるもの  

イ  構造に応じた耐震診断士が設計及び工事監理をするもの  

（補助対象住宅）  

第３条  補助金の交付の対象となる戸建住宅（以下「補助対象住宅」

という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。  

(1) 耐震診断補助要綱第３条第１号から第４号まで及び第６号



のいずれにも該当するもの  

(2) 過去の耐震改修工事に関して市から補助金を受けていない

もの  

(3) 耐震診断の結果、構造耐力上主要な部分の地震に対する安

全性が「地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危

険性が高い」若しくは「地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、

又は崩壊する危険性がある」と判断されたもの又はこれらと同

等であると市長が認めるもの  

（補助対象者）  

第４条   補助金の交付を受けることができる者は、耐震診断補助要

綱第４条各号のいずれにも該当するものとする。   

（補助金の額等）  

第５条   補助金の額は、次の各号に掲げる額を合計して得た額とす

る。  

(1) 耐震改修工事に要する経費に３分の１を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てた額）。ただし、その額が５０万円を超えるときは５０万円

を限度とする。  

(2)  租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の  

１９の２に規定する所得税額の特別控除の額  

２   補助金の交付に当たっては、あらかじめ前項第２号の額を差し

引いた額を交付するものとする。  

（交付の申請）  

第６条  補助金を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

耐震改修工事に係る契約を締結する前に、白井市戸建住宅耐震改

修工事補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を

添付して、市長に提出しなければならない。  

(1) 補助対象住宅の登記事項証明書  

(2) 耐震改修工事に要する費用の見積書の写し  

(3) 設計を行う者が構造に応じた耐震診断士であることを証す



るものの写し  

(4) 補助対象住宅の建築確認通知書の写し  

(5) 市税を完納していることを証する書類  

(6) 耐震診断補助要綱第４条第１号に該当することを証する書

類  

(7) 案内図  

(8) 耐震診断報告書の写し  

(9) 耐震改修工事の設計図書等  

(10) その他市長が必要と認める書類  

（交付の決定）  

第７条   市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容

を審査し、適当であると認めたときは、白井市戸建住宅耐震改修

工事補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により申請者に通

知するものとする。  

（申請内容の変更又は中止）  

第８条  前条に規定する交付決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は申請の内容に変更が生じたとき又は耐震改修工事を

中止しようとするときは、白井市戸建住宅耐震改修工事補助金変

更・中止承認申請書（別記第３号様式）を市長に提出し、承認を

受けなければならない。ただし、交付申請内容の変更で、事業目

的や補助金の額に変更を生じない軽微な変更の場合はこの限りで

ない。  

２  交付決定者は、前項の規定による変更の承認を受けるときは、

同項に規定する申請書に第６条各号に規定する書類のうち変更に

係るものを添付しなければならない。  

３  市長は、第１項の申請があったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、白井市戸建住宅耐震改修工事補助金変更・中

止承認通知書（別記第４号様式）により交付決定者に通知するも

のとする。  

（検査）  



第９条  交付決定者は、耐震改修工事における主たる工事を実施し

た後で仕上げ工事を行う前に、白井市戸建住宅耐震改修工事検査

申請書（別記第５号様式）を市長に提出し、検査を受けなければ

ならない。  

２  市長は、前項の規定により検査を実施するときは、耐震改修工

事の設計者、工事監理者及び施工者の立会いを求めることができ

る。  

３  交付決定者、設計者、工事監理者及び施工者は、前項の規定に

より立会いを求められたときは、検査に協力するものとする。  

４  市長は、検査の結果、工事の内容が設計と異なると認めたとき

は、交付決定者に工事の改善を指示することができる。  

５  市長は、前項による指示を行った場合、再度検査を行うものと

する。  

 （実績報告）  

第１０条   交付決定者は、耐震改修工事が完了したときは、白井市

戸建住宅耐震改修工事補助金実績報告書（別記第６号様式）に次

に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。  

(1) 耐震改修工事施工箇所ごとに、工事着手前、工事中及び工

事完了後の状況を撮影した写真（撮影場所を示した図面等を含

む。）  

(2) 耐震改修工事の竣工図等  

(3) 耐震改修工事契約書の写し  

(4) 耐震改修工事に要した費用の領収書の写し  

(5) その他市長が必要と認める書類  

２   前項に規定する実績報告書は、第７条に規定する通知があった

日の属する年度の１月末日までに提出しなければならない。   

（額の確定）  

第１１条   市長は、前条第１項の規定による実績報告があったとき

は、その内容を審査し、適当と認めたときは、白井市戸建住宅耐

震改修工事補助金交付確定通知書（別記第７号様式）により交付



決定者に通知するものとする。  

（交付の請求）  

第１２条   前条の規定による確定通知を受けた交付決定者は、白井

市戸建住宅耐震改修工事補助金交付請求書（別記第８号様式）を

市長に提出しなければならない。  

２   前項に規定する請求書は、前条に規定する通知があった日の属

する年度の３月末日までに提出しなければならない。  

（交付決定の取消し）  

第１３条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。  

(1) この要綱の規定に違反したとき。  

(2) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付

を受けたことが明らかになったとき。  

２  市長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すときは、

白井市戸建住宅耐震改修工事補助金交付決定取消通知書（別記第

９号様式）により行うものとする。  

（補助金の返還）  

第１４条  市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取

り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金

が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返

還を命じるものとする。  

２  前項の返還命令は、白井市戸建住宅耐震改修工事補助金返還命

令書（別記第１０号様式）により行うものとする。  

（補則）  

第１５条  この要綱に定めるものほか必要な事項は、別に定める。  

附  則  

 この告示は、平成２３年６月１日から施行する。  

   附  則（平成２５年告示第７２号）  

 この告示は、公示の日から施行する。  


